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第２０号議案 

 

   令和６年度東大和市一般会計補正予算（第６号） 

 

 令和６年度東大和市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 291,476 千円を追加し、 

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 40,580,068 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加、変更及び廃止は、「第３表債務負担行為補正」

による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表地方債補正」による。 

令和７年２月２０日 

 

 

                    提出者 

                     東大和市長 和地 仁美 
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１ 　 歳 　 入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

第１表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 1 市税 千円 千円 千円

12,330,161 322,419 12,652,580

 1 市民税 5,380,552 322,419 5,702,971

 2 地方譲与税 151,408 △10,943 140,465

 1 地方揮発油譲与税 33,532 △2,397 31,135

 2 自動車重量譲与税 108,892 △9,160 99,732

 3 森林環境譲与税 8,984 614 9,598

 3 利子割交付金 23,011 16,799 39,810

 1 利子割交付金 23,011 16,799 39,810

 4 配当割交付金 136,611 57,377 193,988

 1 配当割交付金 136,611 57,377 193,988

 5 株式等譲渡所得割 143,482 17,699 161,181

 1 株式等譲渡所得割交付 143,482 17,699 161,181交付金

金

 6 法人事業税交付金 256,782 64,196 320,978

 1 法人事業税交付金 256,782 64,196 320,978

 7 地方消費税交付金 1,854,494 185,450 2,039,944

 1 地方消費税交付金 1,854,494 185,450 2,039,944

 9 環境性能割交付金 46,855 11,714 58,569

 1 環境性能割交付金 46,855 11,714 58,569

10 地方特例交付金 488,334 502 488,836

 2 新型コロナウイルス感 0 502 502

染症対策地方税減収補

塡特別交付金
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（ １ 　 歳 　 入 ）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

11 地方交付税 千円 千円 千円

3,529,030 319,452 3,848,482

 1 地方交付税 3,529,030 319,452 3,848,482

15 国庫支出金 8,916,838 △11,872 8,904,966

 1 国庫負担金 6,919,953 31,857 6,951,810

 2 国庫補助金 1,969,325 △43,729 1,925,596

16 都支出金 6,632,400 39,041 6,671,441

 1 都負担金 2,352,207 13,532 2,365,739

 2 都補助金 3,915,008 25,509 3,940,517

19 繰入金 1,533,110 △755,787 777,323

 1 基金繰入金 1,319,231 △755,787 563,444

21 諸収入 809,486 △42,337 767,149

 5 雑入 693,414 △42,337 651,077

22 市債 765,234 77,766 843,000

 1 市債 765,234 77,766 843,000

歳 　 　 　 入 　 　 　 合 　 　 　 計 40,288,592 291,476 40,580,068
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２ 　 歳 　 出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

 2 総務費 千円 千円 千円

5,272,908 △121,065 5,151,843

 1 総務管理費 4,316,989 △121,393 4,195,596

 3 戸籍住民基本台帳費 252,788 328 253,116

 3 民生費 21,506,191 △22,934 21,483,257

 1 社会福祉費 9,115,682 △246,158 8,869,524

 2 児童福祉費 8,483,806 223,224 8,707,030

 4 衛生費 2,996,582 18,600 3,015,182

 1 保健衛生費 1,300,408 18,600 1,319,008

 9 消防費 1,182,686 435 1,183,121

 1 消防費 1,182,686 435 1,183,121

10 教育費 3,654,261 385,019 4,039,280

 2 小学校費 400,549 228,158 628,707

 3 中学校費 288,090 162,742 450,832

 4 社会教育費 779,628 △18,093 761,535

 5 保健体育費 956,858 12,212 969,070

12 諸支出金 1,812,354 31,421 1,843,775

 1 基金費 1,812,354 31,421 1,843,775

歳 　 　 　 出 　 　 　 合 　 　 　 計 40,288,592 291,476 40,580,068



1　追　加

 3　民生費 2　児童福祉費

20,300

小学校照明設備更新工事

 8　土木費 3　都市計画費 庁用自動車の購入 5,642

 3　民生費 1　社会福祉費 障害福祉サービス事業所物価高騰対応助成 18,000

　合                                    計 574,248

子育て応援給付金事業 142,385

千円

10　教育費 中学校照明設備更新工事

226,324

3　中学校費

介護サービス事業所物価高騰対応助成

第２表　　繰 越 明 許 費 補 正

款 項 事     業     名 金      額

161,597

1　社会福祉費 3　民生費

10　教育費 2　小学校費
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戸籍振り仮名記載業務等委託
令和６年度から
令和８年度まで

期　　　　　間 限　　 度　　 額

３　廃  止

事　　　　　項

千円

238,621

千円

地方公共団体情報システムの標準化
対応業務委託

令和７年度 28,487

千円 千円

令和６年度に契約する電
算システム及び電算機器
等に係る賃借

額 期 間

令和６年度から

令和12年度まで
1,072,038 補正前に同じ 948,838

限 度
事　　　　　項

期 度 額

第３表　　債 務 負 担 行 為 補 正

１　追  加

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　 度　　 額

桜が丘市民センター高圧コンデンサ
更新工事

令和６年度から
令和７年度まで

千円

814

補 正 後

２　変　更

間 限

補 正 前
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千円

　

証書借入

証券発行

258,500

２　変　更

千円 千円

借入れのとき
5.0 %以内 から据置期間を

(ただし、利 含め、25年以内 補 正
率見直し方 に償還する。

証書借入 式で借り入 ただし、財政 補正前に 補正前に
れる資金に その他の都合に
ついて、利 より据置期間及
率の見直し び償還期限を短
を行った後 縮し、若しくは

 証券発行 においては 繰上償還又は低 同 じ 同 じ
当該見直し 利債に借換えす 同 じ
後 の 利 率 ) ることができる

なお、その他
については借入
先の定める融通
条 件 に 従 う 。

計 486,134 305,400

49,300

29,000

41,600

7,600

前 に

償還の方法起債の方法

176,300

1,6001,800

176,500

又は

蔵敷公民館屋上防水
及び外壁等改修事業

中央図書館空調及び
照明設備等更新事業

郷土博物館非常用発
電設備等更新事業

市民体育館空調及び
照明設備等更新事業

45,100

計

小学校照明設備更新事業

57,100

上北台市民センター
空調及び照明設備等
更新事業

市道第８号線ブロッ
ク積み擁壁補修事業

中学校照明設備更新事業

90,000

21,600

償　　還　　の　　方　　法

　5.0 % 以内
(ただし、利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利 率)

１　追　加

起   債   の   目   的 起債の方法

第４表　　地  方  債  補  正

補　　　　　正　　　　　後

限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 限 度 額 利 率
起 債 の 目 的

補　　　　　正　　　　　前

限 度 額 利 　率

150,800

107,700

又は

  借入れのときから据置期間を含め、
25年以内に償還する。
　ただし、財政その他の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、若しく
は繰上償還又は低利債に借換えするこ
とができる。
　なお、その他については借入先の定
める融通条件に従う。

臨時財政対策 94,034 0

。

、
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